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川崎市委託単価契約約款  

（総 則） 

第１条 発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づき、設計図書（別冊の仕様書及び

図面をいう。以下同じ。）及び指示書等（必要に応じて別途発行する業務内容指示書及び発注書をいう。以下

同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この約款、設計図書及び指示書等を内容とする業務をい

う。以下同じ。）を履行しなければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の業務（以下「業務」という。）を契約書記載の契約単価（以下「契約単価」という。）

をもって、契約書記載の期間（以下「履行期間」という。）内に完了し、発注者は、その委託代金を支払うも

のとする。ただし、指示書等に別途期間の指定がある場合はその期間（以下「指定期間」という。）内に業務

を完了し、発注者は、その委託代金を支払うものとする。 

３ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

４ この約款に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

５ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特別の定めがある場合を

除き、計量法（平成４年法律第 51 号）に定めるものとする。 

６ この約款、設計図書及び指示書等における期間の定めについては、民法（明治 29 年法律第 89 号）及び商

法（明治 32 年法律第 48 号）の定めるところによるものとする。 

７ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

８ この契約に係る訴訟の提起又は調停の申立てについては、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄

裁判所とする。 

（日程表の提出） 

第２条 受注者は、業務日程表の提出について発注者から指示を受けた場合は、設計図書又は指示書等に基づ

き業務日程表を作成し、発注者に提出しなければならない。 

２ 発注者は、必要があると認めるときは、受注者に対して業務日程表の修正を請求することができる。 

（権利義務の譲渡等） 

第３条 受注者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。た

だし、発注者の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、契約の目的物（以下「成果物」という。）、未完成の成果物及び業務を行う上で得られた記録等

を第三者に譲渡し、貸与し、又は質権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、発注者の承諾を得た

場合は、この限りでない。 

（著作権の譲渡等） 

第４条 受注者は、成果物が著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）第２条第１項第１号に規定する著作物（以下

この条において「著作物」という。）に該当する場合は、当該著作物に係る受注者の著作権（著作権法第 21

条から第 28 条までに規定する権利をいう。）を当該著作物の引渡し時に発注者に無償で譲渡する。 

２ 発注者は、成果物が著作物に該当するとしないとにかかわらず、当該成果物の内容を受注者の承諾なく自

由に公表することができ、また、当該成果物が著作物に該当する場合は、受注者が承諾したときに限り、既に

受注者が当該著作物に表示した氏名を変更することができる。 

３ 受注者は、成果物が著作物に該当する場合において、発注者が当該著作物の利用目的実現のためにその内

容を改変しようとするときは、その改変に同意する。また、発注者は、成果物が著作物に該当しない場合は、

当該成果物の内容を受注者の承諾なく自由に改変することができる。 

４ 受注者は、成果物（業務を行う上で得られた記録を含む。）が著作物に該当するとしないとにかかわらず、

発注者が承諾した場合は、当該成果物を使用又は複製し、また、第６条の規定にかかわらず当該成果物の内容

を公表することができる。 

５ 発注者は、受注者が成果物の作成に当たって開発したプログラム（著作権法第 10 条第１項第９号に規定す

るプログラムの著作物をいう。）及びデータベース（著作権法第 12 条の２に規定するデータベースの著作物を

いう。）について、受注者が承諾した場合は、別に定めるところにより、当該プログラム及びデータベースを

利用することができる。 

（再委託の禁止等） 

第５条 受注者は、業務の全部を一括して又は主要な部分を第三者に委託してはならない。  
２ 受注者は業務の一部（主要な部分を除く）を第三者に委託しようとするときは、あらかじめ再委託者の住

所、商号、氏名、再委託する業務の範囲、その必要性及び契約金額等について記載した書面を発注者へ提出し、

その承諾を受けなければならない。  
３ 受注者は、この契約の一部を再委託するときは、再委託した業務に伴う再委託者の行為について、発注者

に対してすべての責任を負うものとする。  
（秘密の保持） 



第６条 受注者は、業務を行う上で知り得た秘密を他に漏らしてはならない。この契約が終了した後も同様と 

する。 

（個人情報の適正な維持管理） 

第６条の２ 受注者は、業務を行う上で個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）に規定する個人

情報（以下この条において「個人情報」という。）を取り扱う場合は、個人情報の保護を図るため、別記「個人

情報の取扱いに関する情報セキュリティ特記事項」を遵守し、個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他

の事故を防止するための必要な措置を講ずることにより、個人情報について適正な維持管理を行わなければな

らない。 

第６条の３ この契約を履行するに当たり、受注者は行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第２条第８項に規定する特定個人情報（以下、「特定個人情報」とい

う。）を含む発注者の情報資産の取り扱う場合については、別記｢特定個人情報に関する特記仕様書｣を遵守しな

ければならない。 

（調査等担当職員） 

第７条 発注者は、調査又は監督等を担当する職員をおくときは、その氏名及び権限を受注者に通知しなけれ

ばならない。その者を変更したときも、同様とする。 

（現場代理人等） 

第８条 受注者は、業務施行上必要な現場代理人又は使用人（ただし、法令により技術上の管理をつかさどる

資格が要求されるときは、現場代理人又は使用人は、当該資格者であること。）をおくときは、業務着手前に、

発注者に書面による通知をしなければならない。 

２ 発注者は、現場代理人等が業務施行上著しく不適当と認めるときは、その理由を明示して変更を求めるこ

とができる。 

（業務内容の変更等） 

第９条 発注者は、必要がある場合には、業務内容を変更し、又は業務の施行を一時中止し、若しくは打ち切

ることができる。この場合、発注者は書面によりその旨を受注者に通知しなければならない。 

２ 前項の場合において、発注者は、必要があると認めるときは履行期間若しくは指定期間又は契約単価を変

更し、又は受注者に損害を及ぼしたときはその損害を賠償しなければならない。 

（受注者の請求による履行期間又は指定期間の延長） 

第１０条 受注者は、天候の不良等その責めに帰することができない理由、その他の正当な理由により履行期

間又は指定期間内に業務を完了することができないときは、発注者に対して、遅滞なくその理由を明らかにし

た書面をもって履行期間又は指定期間の延長を求めることができる。その場合における延長日数は、発注者と

受注者とが協議して、書面をもって定めなければならない。 

（臨機の措置） 

第１１条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければならない。こ

の場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ発注者の意見を聴かなければならない。

ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この限りでない。 

２ 受注者は、必要な臨機の措置をとろうとするとき、又はとったときは、直ちに発注者に協議し、若しくは

報告をしなければならない。 

３ 発注者は、災害防止その他業務を行う上で特に必要があると認めるときは、受注者に対して臨機の措置を

とることを請求することができる。 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要した費用のうち、

受注者がこの契約の範囲において負担することが適当でないと認められる部分については、発注者がこれを負

担する。 

（業務の報告又は調査） 

第１２条 発注者は、必要があるときは、いつでも受注者の業務の処理状況について報告を求め、又は調査す

ることができる。 

（損害の負担） 

第１３条 業務完了前に生じた損害は、受注者の負担とする。ただし、その損害の発生が発注者の責めに帰す

べき事由による場合には発注者の負担とする。 

（検査及び引渡し） 

第１４条 受注者は、業務を完了したときは、直ちに業務完了届を発注者に提出しなければならない。 

２ 発注者は、前項の業務完了届を受理した日から 10 日以内に、受注者の立会いを求めて業務内容を検査しな

ければならない。この場合において、発注者は、受注者に立会いを求めても受注者が応じないときは、立会い

を得ずに検査をすることができる。 

３ 受注者は、前項の検査に合格しないときは、直ちに必要な補修をして発注者の検査をうけなければならな

い。この場合においては、補修の完了を業務の完了とみなし前２項の規定を準用する。 



４ 受注者から発注者への業務完了に伴う引渡しは、検査に合格したときに完了するものとする。 

（委託代金の支払） 

第１５条 発注者は、前条に規定する検査合格後において、受注者の適法な請求をうけた日から起算して 30 日

以内に、委託代金を支払うものとする。 

２ 委託代金は、すべての業務が完了した後に支払うものとする。 

（部分使用） 

第１６条 発注者は、第 14 条の規定による引渡し前においても、業務の全部又は一部を受注者の書面による同

意を得て使用することができる。 

２ 前項の場合において、発注者はその使用部分を善良な管理者の注意をもって使用しなければならない。 

３ 発注者は、第１項の使用により受注者に損害を及ぼし、又は受注者の費用が増加したときは、その損害を

賠償し、又は増加費用を負担しなければならない。この場合における賠償額又は負担額は、発注者と受注者と

が協議して定める。 

（契約不適合責任） 

第１７条 発注者は、成果物の引渡しを受けた後、当該成果物に種類又は品質に関して契約の内容に適合しな

いもの（以下「契約不適合」という。）があることが発見されたときは、受注者に対して相当の期間を定めて

その契約不適合の修補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、その履行の

追完に過分の費用を要するときは、発注者は履行の追完を請求することができない。 

２ 前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発注者が請求した方

法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完が

ないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の各号

のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

(１) 履行の追完が不能であるとき 

(２) 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき 

(３) 成果物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目

的を達することができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。 

(４) 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定よる催告をしても履行の追完を受ける見込みがないこ

とが明らかであるとき。 

（契約不適合責任期間等） 

第１７条の２ 発注者は、引き渡された成果物に関し、第 14 条第４項の規定による引渡し（以下この条におい

て単に「引渡し」という。）を受けた日から相当の期間内でなければ、契約不適合を理由として、履行の追完

の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求又は契約の解除（以下この条において「請求等」という。）をす

ることができない。 

２ 前項の請求等は、受注者に対し、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠その他の当該

請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 

３ 発注者が第１項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及び第６項において「契約

不適合責任期間」という。）内に契約不適合を知り、その旨を受注者に通知した場合において、発注者が通知

した日から１年が経過する日までに、契約不適合責任期間を超えて前項に規定する方法による請求等をした

ときは、契約不適合責任期間内に請求等をしたものとみなす。 

４ 発注者は、第１項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に関し、民法の消滅時効

の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。 

５ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるときには適用せず、契約

不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるところによる。 

６ 民法第 637 条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 

７ 発注者は、成果物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項の規定にかかわらず、そ

の旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすることはできない。ただし、受

注者がその契約不適合があることを知っていたときは、この限りでない。 

８  引き渡された成果物の契約不適合が発注者の責めに帰すべき事由により生じたものであるときは、発注者

は当該契約不適合を理由として、請求等をすることができない。ただし、受注者が発注者の責めに帰すべき

事由を知りながらこれを通知しなかったときは、この限りではない。 

（履行遅滞の場合における損害金等） 

第１８条 受注者の責めに帰すべき理由により履行期間又は指定期間内に業務を完了することができない場合

において、履行期間又は指定期間経過後相当の期間内に完了する見込みのあるときは、発注者は受注者から損

害金を徴収して履行期間又は指定期間を延長することができる。 

２ 前項の損害金は、遅延日数に応じ、契約書記載の推定総金額（契約単価及び予定業務数量を基に算定した



金額で、この契約に係る発注者の委託代金の支払限度額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）をいう。以

下同じ。）に契約締結の日における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号）第８条

第１項に規定する財務大臣が決定する率（以下「支払遅延防止法の遅延利息の率」という。）で計算した額と

する。ただし、指定期間経過に係る遅延の場合は、契約単価及び指定期間内の予定業務数量を基に算定した金

額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）に契約締結の日における支払遅延防止法の遅延利息の率で計算し

た額とする。 

３ 損害金は、委託代金、契約保証金その他受注者に支払うべき債務と相殺することができる。 

４ 発注者の責めに帰すべき事由により、第 15 条の規定による委託代金の支払が遅れた場合において、受注者

は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、契約締結の日における支払遅延防止法の遅延利息の率で計算した額

の遅延利息の支払を発注者に請求することができる。 

（発注者の催告による解除権）  

第１９条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその履行の催促をし、そ

の期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における不履行

がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りではない。 

(１) 履行期間若しくは指定期間内又は履行期間若しくは指定期間経過後相当の期間内に業務を完成する見込

みがないと認められるとき。  

(２) 正当な理由がないにもかかわらず業務に着手すべき時期を過ぎても業務に着手しないとき。  

(３) 正当な理由がないにもかかわらず第 17 条第１項の履行の追完がなされないとき。 

(４) 前各号に掲げる場合のほか、契約に違反し、その違反により契約の目的を達することができないと認めら

れるとき。  

(５) 受注者の振り出した手形又は小切手が不渡りになったとき。  

(６) 破産手続開始、再生手続開始又は更生手続開始の申立て等があったとき。 

（発注者の催告によらない解除権） 

第１９条の２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは直ちにこの契約を解除することがで

きる。 

(１) 第３条第１項の規定に違反し、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させた

とき。 

(２) この契約の業務を完成させることができないことが明らかであるとき。 

(３) 受注者がこの契約の業務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(４) 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確

に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達成することができないとき。 

(５) 契約の成果物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をし

た目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないでその時期を経過したとき。 

(６) 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をしても契約をした目

的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

(７) 川崎市暴力団排除条例（平成 24 年川崎市条例第５号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団経営支配法人

等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものに請負債権を譲渡したとき。 

(８) 第 19 条の５又は第 19 条の６の規定によらないで契約解除を申し出たとき。 

(９) 受注者が次のいずれかに該当するとき。  

ア 川崎市暴力団排除条例（平成 24 年川崎市条例第５号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団経営支配法人

等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものであるとき。 

イ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23 条第１項又は第２項の規定に違反したと

き。 

ウ この契約に関して、受注者が、再委託契約その他の契約を締結するに当たり、その相手方がア又はイのい

ずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

エ この契約に関して、受注者が、ア又はイのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方とし

ていた場合（ウに該当する場合を除く）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれ

に従わなかったとき。 

（発注者の任意解除権） 

第１９条の３ 第 19 条及び前条に規定する場合のほか発注者は、発注者の都合により必要があると認めたとき

は、契約を解除することができる。 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第１９条の４ 第 19 条又は第 19 条の２に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、

発注者は、同条の規定による契約の解除をすることができない。 

（受注者の催告による解除権） 



第１９条の５ 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、そ

の期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債

務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りではない。 

（受注者の催告によらない解除権） 

第１９条の６ 受注者は、第９条の規定により業務内容を変更したため推定総金額が３分の２以上減少したと

きは、直ちに契約を解除することができる。  

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第１９条の７ 第 19 条の５又は前条に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、受

注者は、同条の規定による契約の解除をすることができない。 

（解除の効果） 

第２０条 解除された場合には、第１条第２項に規定する発注者及び受注者の義務は消滅する。 

２ 発注者は、前項の規定にかかわらず、契約が解除された場合において、受注者が既に業務を完了した部分

の引渡しを受ける必要があると認めたときは、受注者の立会いの上、既済部分の検査を行い、当該検査に合格

した部分の引渡しを受けることができる。この場合において、発注者は、当該引渡しを受けた既済部分に相応

する委託代金を受注者に支払わなければならない。 

３ 前項の既済部分の検査を行う場合において、発注者は、受注者に立会いを求めても受注者が応じないとき

は、立会いを得ずに検査をすることができる。 

４ 第２項の既済部分の委託代金は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から 14 日以

内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

５ 第 19 条又は第 19 条の２の規定により契約を解除したときは、契約保証金は発注者に帰属する。 

６ 第 19 条の３、第 19 条の５又は第 19 条の６の規定により契約が解除された場合において、発注者は、受注

者に及ぼした損害を賠償しなければならない。 

（契約が解除された場合の損害賠償金） 

第２０条の２ 受注者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、保証金等の納付がある場合を除き、推定総

金額の 10 分の１に相当する額を損害賠償金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

(１) 第 19 条又は第 19 条の２の規定により契約が解除された場合 

(２) 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由により受注者の債務について履行不

能となり、契約が解除された場合 

２ 次に掲げる者が契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

(１) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年法律第 75 号）の規定によ

り選任された破産管財人 

(２) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規

定により選任された管財人 

(３) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に規

定する再生債務者等 

３ 第１項の損害賠償金は、委託代金その他受注者に支払うべき債務と相殺することができる。 

（解除に伴う措置） 

第２１条 受注者は、契約が解除された場合において、発注者が受注者に貸与し、又は支給する調査機械器具、

図面その他業務に必要な物品等（以下「貸与品等」という。）があるときは、当該貸与品等を発注者に返還し

なければならない。この場合において、当該貸与品等が受注者の故意又は過失により滅失又は毀損したときは、

代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

２ 受注者は、契約が解除された場合において、作業現場に受注者が所有又は管理する業務の出来形部分、調

査機械器具、仮設物その他の物件があるときは、受注者は、当該物件を撤去し、又は作業現場を原状に復し、

若しくは取り片付けなければならない。 

３ 前項に規定する撤去又は原状回復若しくは取り片付けに要する費用（以下「撤去費用等」という。）は、次

の各号に掲げる撤去費用等につき、それぞれ各号に定めるところにより発注者又は受注者が負担する。 

(１) 業務の出来形部分に関する撤去費用等契約の解除が第 19 条又は第 19 条の２によるときは受注者が負担し、

第 19 条の３、第 19 条の５又は第 19 条の６によるときは発注者が負担する。 

(２) 調査機械器具、仮設物その他の物件に関する撤去費用等は受注者が負担する。 

４ 第２項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件の撤去又は作業現場の原状回

復若しくは取り片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって当該物件の処分又は作業現場の原状回

復若しくは取り片付けを行うことができる。この場合において、受注者は、発注者の処分又は原状回復若しく

は取り片付けについて異議を申し出ることができず、また、発注者が支出した撤去費用等（前項第１号の規定

により、発注者が負担する業務の出来形部分に係るものを除く。）を負担しなければならない。 

５ 第１項前段に規定する受注者がとるべき措置の期限、方法等については、契約の解除が第 19 条又は第 19



条の２によるときは発注者が定め、第 19 条の３、第 19 条の５又は第 19 条の６の規定によるときは受注者が

発注者の意見を聴いて定めるものとし、第１項後段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等について

は、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 

（不正行為に対する賠償金等）  

第２２条 受注者が、この契約の当事者となる目的でした行為に関して、次の各号のいずれかに該当するとき

は、不正行為に対する賠償金として、推定総金額の 10 分の２に相当する額を発注者の指定する期間内に支払

わなければならない。  

(１) 公正取引委員会が、受注者に私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和 22 年法律第 54 号。

以下「独占禁止法」という。)の規定に違反する行為があったとして、独占禁止法第 49 条に規定する排除

措置命令又は独占禁止法第 62 条第１項に規定する納付命令(以下「排除措置命令等」という。)を行い、排

除措置命令等が確定したとき。 

(２) 受注者(受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人)について、刑法(明治 40 年法律第 45 号)第

96 条の６の規定による刑が確定したとき。 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当するときは、適用しない。 

(１) 排除措置命令等の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項第３号に該当する行為又は同項第６号の規

定に基づく不公正な取引方法(昭和 57 年公正取引委員会告示第 15 号)第６項に規定する不当廉売であると

き。 

(２) 前号に規定するもののほか、排除措置命令等の対象となる行為が、発注者に金銭的な損害を与えないもの

であることを受注者が証明し、その証明を発注者が認めるとき。 

３ 前２項の規定は、この契約の履行が完了した後も適用するものとする。 

４ 第１項の規定は、発注者に生じた実際の損害額が推定総金額の 10 分の２に相当する額を超えると発注者が

認定したときは、その超過額について不正行為に対する賠償金の請求を妨げるものではない。 

５ 賠償金は、契約金、保証金その他受注者に支払うべき債務と相殺することができる。  

６ 第１項に規定する場合又は受注者(受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人)について、この

契約の当事者となる目的でした行為に関して刑法第 198 条の規定による刑が確定した場合においては、発注

者は、契約を解除することができる。 

（保 険） 

第２３条 受注者は、設計図書に基づき火災保険その他の保険を付したとき又は任意に保険を付しているとき

は、当該保険に係る証券又はこれに代わるものを直ちに発注者に提示しなければならない。 

（発注者への報告等） 

第２３条の２ 受注者は、契約の履行に当たって、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第 77 号）第９条各号に規定する行為を受け、又は正当な理由がなく履行の妨げとなる行為を受けた場

合は、遅滞なく発注者に報告するとともに、履行場所を管轄する警察署に通報し、捜査上必要な協力をしなけ

ればならない。 

（その他） 

第２４条 この約款に定めのない条項については、川崎市契約規則（昭和 39 年川崎市規則第 28 号）によるほ

か発注者と受注者とが協議して定めるものとする。 

 



(案)

川崎市財政局税務部市民税管理課

市 民 税 ・ 県 民 税
令 和 ８ 年 度

データ入力業務仕様書

（国税連携）



　本仕様書は、「令和８年度市民税・県民税データ入力業務（国税連携）」における委託業務の内容を定

めるものである。

１　委託業務の概要

（１） 　受注者は、川崎市財政局税務部市民税管理課（以下「市民税管理課」という。）が提供するイ

メージデータ（ＴＩＦＦ形式）を基に、市民税管理課の示した日程及びデータ入力作成マニュアル

等の仕様に基づき、データ入力を行う。なお、提供するデータは市民税管理課が貸与するＵＳＢ

メモリにより引き渡す。

（２） 　受注者は、作成した入力データを記録媒体（ＣＤ－Ｒ）に記録し、ファイルを暗号化して納品する。

　なお、当該記録媒体（ＣＤ－Ｒ）は受注者が提供するものとし、その費用については、受注者が

負担するものとする。

（３） 　入力データを記録した記録媒体（ＣＤ－Ｒ）を市民税管理課に納品する。入力用として提供した

データは、貸与したＵＳＢメモリに格納したまま市民税管理課に返却する。

（４） 　上記（１）から（３）の内容について、事前にテストパンチを行う。

２　入力用データの引渡し

（１） 　場所

　市民税管理課

　（　川崎市川崎区宮本町１番地　川崎市役所本庁舎 １１階

（２） 　日時

　後述「６　入力予定件数及び日程」のとおり。

３　成果物の納品及び入力用データの返却

（１） 　場所

　市民税管理課

　（　川崎市川崎区宮本町１番地　川崎市役所本庁舎 １１階

（２） 　日時

　後述「６　入力予定件数及び日程」のとおり。

　なお、交通事情等により指定した期日に間に合わない場合は、必ず市民税管理課に連絡し、

その指示を受けること。

４　搬入・搬出責任者及び担当者の選定等

　受注者は、入力用データ及び納品データを授受及び搬送する際の責任者及び担当者を定め、市民税

管理課に「搬入・搬出責任者届」（別紙１）を提出すること。

　入力用データ及び納品データの搬入・搬出は、当該届出書に記載した責任者又は担当者が行うこと。ま

た、これらの責任者及び担当者がデータの搬入・搬出等を行うときは、社員証等の身分証明書を携帯

し、本委託業務に関して提示を求められたときは、当該社員証等を提示しなければならない。

５　入力帳票一覧

入力帳票名
帳票データ件数(※)

（TIFF)
担当

国税連携・確定申告書 96,880
財政局税務部

市民税管理課　吉島
電話　044（200）2228

※テスト分含む。データ件数と入力予定件数は同数となる。

データ入力予定件
数(※)

96,880

№

1



６　入力予定件数及び日程（国税連携）

電子媒体（USB）

納品日時及び納品場所

国税連携 令和8年1月27日(火)  16:00 令和8年1月29日(木)  12:00

テスト
財政局税務部
市民税管理課

財政局税務部
市民税管理課

電子媒体（USB）

納品日時及び納品場所

国税連携 令和8年2月6日(金)  16:00 令和8年2月10日(火)  12:00

１ブロック
財政局税務部
市民税管理課

財政局税務部
市民税管理課

国税連携 令和8年2月13日(金)  16:00 令和8年2月17日(火)  12:00

２ブロック
財政局税務部
市民税管理課

財政局税務部
市民税管理課

国税連携 令和8年2月20日(金)  16:00 令和8年2月24日(火)  12:00

３ブロック
財政局税務部
市民税管理課

財政局税務部
市民税管理課

国税連携 令和8年2月27日(金)  16:00 令和8年3月3日(火)  12:00

４ブロック
財政局税務部
市民税管理課

財政局税務部
市民税管理課

国税連携 令和8年3月6日(金)  16:00 令和8年3月10日(火)  12:00

５ブロック
財政局税務部
市民税管理課

財政局税務部
市民税管理課

国税連携 令和8年3月13日(金)  16:00 令和8年3月17日(火)  12:00

６ブロック
財政局税務部
市民税管理課

財政局税務部
市民税管理課

国税連携 令和8年3月20日(金)  16:00 令和8年3月24日(火)  12:00

７ブロック
財政局税務部
市民税管理課

財政局税務部
市民税管理課

国税連携
①令和8年3月25日（水） 16:00
②令和8年3月27日（金） 16:00

令和8年3月31日(火)  12:00

８ブロック
財政局税務部
市民税管理課

財政局税務部
市民税管理課

国税連携 令和8年4月2日(木)  16:00 令和8年4月6日(月)  12:00

９ブロック
財政局税務部
市民税管理課

財政局税務部
市民税管理課

　※上記の「データ入力件数」については、過去の実績等から想定した予定件数であり、実際の確定申告書の提出状況等に

　   よって増減する場合がある。

3,610

31,590

25,800

7,100

10,730

15,160

360

290

1,740

500

処理名 引渡日時及び引渡場所
データ件数

（TIFF）

※日程は変更になる場合があります。

処理名 引渡日時及び引渡場所
帳票データ件数

（TIFF)



７　目的物の仕様等（国税連携）

（１） 　提供する入力用データの概要

　本件データ入力業務において、入力用データとして次のデータを市民税管理課から提供する。

　イメージデータ（ＴＩＦＦ形式）

　確定申告書をイメージ化したデータ。１ファイルにつき１人分の確定申告書イメージが格納

されており、複数の帳票が存在する。このうち、別添「入力用データ（ＴＩＦＦ形式）の見本（国

税連携）」に示す「確定申告書第二表」をデータ入力の対象とする。

（２） 　データ入力の方法

ア 　データ入力対象の特定

　上記（１）アのイメージデータのうち、別添「入力用データ（ＴＩＦＦ形式）の見本（国税連携）」

に示す「確定申告書第二表」が存在しないデータも含め、全てのデータを入力対象とする。

当該イメージデータには、１ファイルにつき原則として１件の入力帳票が存在するため、ファ

イルごとにデータ入力対象の特定を行う。

イ 　データ入力

　上記アの帳票内の対象イメージデータの資料番号をキーとして、「１０　データ入力作成

マニュアル」に示すとおり固定長（改行コードは入れない）で入力データ作成を行う。なお

符号化方式はS-JISとする。

№ ファイル名

1 MC6KAKUSHINB2HYO_日付_連番.dat

（３） 　件数表の作成

　データ入力にあたっては、ブロックごとに次の件数を集計し、市民税管理課に報告する。

①　引き渡しを受けたイメージデータの件数

②　①のうち、資料番号が入力データ上に存在しない等不備があったデータの件数

（４） 　データの納品

　上記（２）で作成した納品データを記憶媒体（CD-R）に格納して納品する。

　入力用データとして市民税管理課が提供したデータについては、そのままの状態でＵＳＢメモリ

に格納し、返却する。

入力帳票名

確定申告書



（５） 　入力可能文字一覧

※１ 　カナ小文字については、原則としてカナ大文字でパンチする。

　（例：入力帳票に「シゼイ　リュウイチ」と記載されている場合→「ｼｾﾞｲ ﾘﾕｳｲﾁ」と入力）

　ただし、「１０　データ入力作成マニュアル」において特に指示がある場合は、カナ小文字のま

まパンチする。

※２ 　英小文字（アルファベットの小文字）については、大文字でパンチする。

　（例：入力帳票に「kawasaki」と記載されている場合→「KAWASAKI」と入力）

※３ 　カナ長音記号は、ハイフンでパンチする。

※４ 　漢字等の入力対象外文字が入力帳票に記載されていた場合は、付箋処理の上、その文字

をSPACに置き換えてパンチする。

※５ 　「１０　データ入力作成マニュアル」上のサイン付き数値について、以下のように設定を行う。

COBOLのサイン付き数値(S9)の形式では最終桁（１の位）で符号を表す。

１の位が、"@"(&h40)の場合、数値の"0"と"プラス"符号を、"P"(&h50)の場合、

数値の"0"と"マイナス"符号を表している。

１０の位以上の桁は通常の数字で表現される。

※プラスの場合については数字でパンチを行うように変更する。マイナスの場合のみ変換を行う。

&hx0 &hx1 &hx2 &hx3 &hx4 &hx5 &hx6 &hx7 &hx8 &hx9

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

P Q R S T U V W X Y

プラスの1の位 &h4x

マイナスの1の位 &h5x

つまり、"PQRSTUVWXY"が数値の"0123456789"と"マイナス符号"を表す。

位 16進の上位

10の位以上 &h3x



８　納品されたデータが不完全である場合の対応

（１） 　受注者が市民税管理課に納品したデータについて、その内容の全部又は一部が不完全であると

市民税管理課が認めるときは、受注者は再納品を行うものとする。

（２） 　再納品の期日等については、その都度定める。

（３） 　再納品により生じる費用は、受注者が負担するものとする。

９　注意事項

（１） 　イメージデータの様式及び数値データのレコードレイアウトについて

　税制改正等により、市民税管理課が提供するイメージデータの様式及び入力データのレコードレイ

アウトが急遽変更になる可能性がある。急遽変更となる場合は、市民税管理課から変更内容を直

ちに連絡する。

（２） 　用語の意義について

　前述「６　入力予定件数及び日程」における用語の意義は次のとおりであるため、作業工数の見積

等の際は留意すること。また、当該件数は過去の実績等から想定したものであり、実際の確定申告書

受付状況等によって増減が生じる。

　データ件数（TIFF)

　市民税管理課から引き渡すTIFFイメージデータの予定件数。当データを基に固定長

形式でデータ入力を行う。

（３） 　入力用データ及び納品データ等の記録媒体の授受に係るセキュリティ上の注意事項について

　入力用データ及び納品データ等の記録媒体を運搬する際は、「情報セキュリティ特記事項」

（別紙２及び別紙３）の定めるところに従うとともに、記録媒体を鍵付きの専用ケースで手持ち管理し、

データの滅失及び毀損又は記録媒体の盗難及び紛失等の事故が発生しないよう十分に注意すること。

また、万が一セキュリティ事故が発生したときは、直ちに市民税管理課に連絡し、指示を受けること。

　なお、宅配便事業者等の第三者に対し、運搬を委託し、又は請け負わせることはできないものと

する。

（４） 　進捗状況及び業務の執行状況について

　受注者は、常に業務の進捗状況を把握し、遅滞なく業務を遂行するために必要な措置を講じる

こと。また、市民税管理課から進捗状況について確認を求められた場合は、遅滞なく報告すること。

（５） 　秘密保持について

　委託業務の履行により知り得た業務内容を、第三者に漏らさないようにすること。また、契約終

了後も同様とする。

（６） 　作業場所について

　引渡帳票が、「６　入力予定件数及び日程（国税連携）」における引渡日の当日中に到着可能で

あること。また、　「特定個人情報の取扱いに関する特記事項」（別紙３）第１５条の通り作業場所

の検査等を行うことから、日本国内の対応可能な場所にあること。なお、作業場所の検査等は急遽

行われることも想定し、対応を図るものとする。

（７） 　緊急の連絡先について

　土日祝日の閉庁時に緊急を要する事態等が生じた場合は、市民税管理課から別途連絡する

緊急連絡先に連絡するものとする。

（８） 　特定個人情報の取扱いについて

　特定個人情報の取扱いについては、「特定個人情報の取扱いに関する特記仕様書」（別紙３）の

定めるところに従い、本委託業務を行うこと。また、「特定個人情報の取扱いに関する特記仕様書」

（別紙３）で指定した様式で、各届出を市民税管理課に提出すること。



１　国税連携・確定申告書

※税制改正等により変更になる場合があります

  

１０　データ入力作成マニュアル（国税連携）



資料名

ファイル名

から まで
サイン付

項目
前ゼロ 全桁ゼロ 全桁空白

(ニ表)1 1 2 2 X － － － －
年分をパンチ（和暦が１桁の場合、前空白をパンチ）

(ニ表)2 3 5 3 X － － － －
「103」を設定。

6 10 5 X － － － －
空白をパンチ。

(ニ表)3 11 20 10 X － ○ － －
ファイル名の資料番号後半１０桁をパンチ

21 45 25 X － － － ○
空白をパンチ。

46 46 1 X － － － ○
空白をパンチ。

47 52 6 X － － － ○
空白をパンチ。

53 53 1 X － － － ○
空白をパンチ。

54 54 1 X － － － ○
空白をパンチ。

55 55 1 X － － － ○
空白をパンチ。

56 56 1 X － － － ○
空白をパンチ。

57 57 1 X － － － ○
空白をパンチ。

58 58 1 X － － － ○
空白をパンチ。

59 66 8 X － ○ － ○
空白をパンチ。

67 716 650

所得控除コード － － 2 X － － － ○
空白をパンチ。

所得控除金額 － － 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
全桁ゼロをパンチ。

717 727 11 X － － － ○
空白をパンチ。

728 730 3 X － － － ○
空白をパンチ。
（二表パンチデータマージの際に、資料種別を設定する。）

731 741 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
バッチ取込み後に、オンライン更正を行う為、全桁ゼロをパンチ。

742 752 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
バッチ取込み後に、オンライン更正を行う為、全桁ゼロをパンチ。

753 763 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
バッチ取込み後に、オンライン更正を行う為、全桁ゼロをパンチ。

764 774 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
全桁ゼロをパンチ。

国税連携KSKデータ内容より、確定申告書Bパンチデータを作成する。
※パンチ時の留意項目のサイン付き項目のパンチ方法については、７（５）入力可能文字一覧を参照MC6KAKUSHINB_K_GEE_yymmddhhmm.dat

種類－損失

パンチ入力条件（注意事項等）

確定申告書B国税連携データ(KSK)
レコード長 3800 説明

所得控除情報　※繰返し５０回

宛名番号

カナ氏名

元号

生年月日

性別

種類－青色

種類－分離

パンチ上

年分

資料種別

自治体コード

資料番号

項目№ 項目名

カラム位置

カラム数 文字形式

パンチ時の留意項目

種類－修正

特農の表示－特農

納税者番号１

未記入時

資料区分

繰越損失（純損失）

繰越損失（雑損失）

繰越損失（住居損）

その他雑所得

※ 特定親族特別控除追加（被扶養者のカナ氏名、生年月日、マイナンバー等がパンチ項目となる可能性があります）、
 令和８年度レイアウトが提供されていないため今後変更になります。



資料名

ファイル名

から まで
サイン付

項目
前ゼロ 全桁ゼロ 全桁空白

国税連携KSKデータ内容より、確定申告書Bパンチデータを作成する。
※パンチ時の留意項目のサイン付き項目のパンチ方法については、７（５）入力可能文字一覧を参照MC6KAKUSHINB_K_GEE_yymmddhhmm.dat

パンチ入力条件（注意事項等）

確定申告書B国税連携データ(KSK)
レコード長 3800 説明

パンチ上
項目№ 項目名

カラム位置

カラム数 文字形式

パンチ時の留意項目
未記入時

(ニ表)34 775 775 1 X － － － ○
続柄欄の記載が「妻」もしくは「夫」の場合、「1」をパンチ

776 777 2 X － ○ － ○
空白をパンチ。

778 778 1 X － － － ○
空白をパンチ。

779 779 1 X － － － ○
空白をパンチ。

780 780 1 X － － － ○
空白をパンチ。

781 781 1 X － － － ○
空白をパンチ。

782 782 1 X － － － ○
空白をパンチ。

783 783 1 X － － － ○
空白をパンチ。

784 784 1 X － － － ○
空白をパンチ。

785 785 1 X － － － ○
空白をパンチ。

786 786 1 X － － － ○
空白をパンチ。

787 787 1 X － － － ○
空白をパンチ。

788 788 1 X － － － ○
空白をパンチ。

789 789 1 X － － － ○
空白をパンチ。

790 800 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
全桁ゼロをパンチ。

801 801 1 X － － － ○
空白をパンチ。

802 802 1 X － － － ○
空白をパンチ。

803 803 1 X － － － ○
空白をパンチする。（システム未使用項目）

804 804 1 X － － － ○
空白をパンチする。

(ニ表)15 805 805 1 X － － － ○
○が付いていれば「1」をパンチ

(ニ表)16 806 806 1 X － － － ○
○が付いていれば「1」をパンチ

(ニ表)19
(ニ表)20

807 807 1 X － － － ○
空白をパンチ。

808 808 1 X － － － ○
空白をパンチ。

株割

繰損

特控

配専

他専

配当

配割

１／４

内配当所得金額

居住用マイナス（一般）

居住用マイナス（特定）

扶養障害（配偶）

扶養障害（同居）

寄附

営申

専従

家内特

無

１／２

本人障害（普障）

本人障害（特障）

寡フ理由

本人特障



資料名

ファイル名

から まで
サイン付

項目
前ゼロ 全桁ゼロ 全桁空白

国税連携KSKデータ内容より、確定申告書Bパンチデータを作成する。
※パンチ時の留意項目のサイン付き項目のパンチ方法については、７（５）入力可能文字一覧を参照MC6KAKUSHINB_K_GEE_yymmddhhmm.dat

パンチ入力条件（注意事項等）

確定申告書B国税連携データ(KSK)
レコード長 3800 説明

パンチ上
項目№ 項目名

カラム位置

カラム数 文字形式

パンチ時の留意項目
未記入時

809 809 1 X － － － ○
空白をパンチ。

810 810 1 X － － － ○
空白をパンチ。

811 811 1 X － － － ○
空白をパンチ。

812 812 1 X － － － ○
空白をパンチ。

（三表） 813 813 1 X － － － ○

三表の「分離課税の短期・長期譲渡所得に関する事項」欄に記載がある場合
にパンチ。
・「差引金額」が上下段で記載されている箇所が一つ以上ある場合、「1」をパ
ンチ。
・「差引金額」の合計（上下段で記載されている場合は下段。上下段で記載さ
れていない場合はその金額を合算）が、「差引金額の合計額」の金額と一致し
ない場合は「2」をパンチ。
・上記の両方に該当する場合、「1」を優先してパンチ。

814 963 150

シール所得控除コード － － 4 X － － － ○
空白をパンチ。

シール所得控除金額 － － 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
全桁ゼロをパンチ。

964 971 8 X － ○ － ○
空白をパンチ。

(ニ表)33 972 996 25 X － － － ○
 空白をパンチ。

997 1226 230

専従者氏名 － － 15(30) Ｎ － － － ○
空白をパンチ。

(ニ表)34 専従者生年月日 － － 7 X － － － ○

事業専従者欄に個人番号の記載がある場合、パンチすること。

年号を明治＝１，大正＝２，昭和＝３，平成＝４，令和＝５　に読替え。
年月日は記載されている数字をパンチ。
年、月、日は１桁の時は各々前ゼロでパンチ

(ニ表)35 専従者給与控除額 － － 9 Ｓ９ ○ ○ ○ －
専従者給与控除額に記載がある場合のみパンチ
サイン付きデータあり

(ニ表)36 1227 1235 9 Ｓ９ ○ ○ ○ －
項目No.(ニ表)35の合計額をパンチ

(ニ表)37 1236 1242 7 X － － － ○

特例適用条文等に居住開始年月日の記入が有る場合
年号を明治＝１，大正＝２，昭和＝３，平成＝４，令和＝５　に読替えて
パンチ。
年月日は記載されている数字。年、月、日は１桁の時は各々前ゼロ。

区分予備１

区分予備２

分離譲渡注意区分

シール所得情報　※繰返し１０回

納税者番号２

本人普障

生活扶助

カナ氏名２

事業専従者情報　※繰返し５回

専従者給与額の合計額

居住開始年月日



資料名

ファイル名

から まで
サイン付

項目
前ゼロ 全桁ゼロ 全桁空白

国税連携KSKデータ内容より、確定申告書Bパンチデータを作成する。
※パンチ時の留意項目のサイン付き項目のパンチ方法については、７（５）入力可能文字一覧を参照MC6KAKUSHINB_K_GEE_yymmddhhmm.dat

パンチ入力条件（注意事項等）

確定申告書B国税連携データ(KSK)
レコード長 3800 説明

パンチ上
項目№ 項目名

カラム位置

カラム数 文字形式

パンチ時の留意項目
未記入時

(ニ表)38 1243 1244 2 X － － － ○

居住開始年月日とセットで記載してある記号に合わせてパンチ
頭部に（特）のみ記載あり＝「01」をパンチ
頭部に（認）のみ記載あり＝「02」をパンチ
頭部に（増）・（断）のみ記載あり＝「03」をパンチ
頭部に（震）のみ記載あり＝「04」をパンチ
開始居住年月日○囲み＝「04」をパンチ
頭部に（多）＝「13」をパンチ
頭部に（特）の記載ありかつ末尾に（特）の記載あり＝「11」をパンチ
頭部に（認）の記載ありかつ末尾に（特）の記載あり＝「12」をパンチ
頭部に（増）・（断）の記載ありかつ末尾に（特）の記載あり＝「13」をパンチ
頭部に（特）の記載ありかつ末尾に（特特）の記載あり＝「21」をパンチ
頭部に（認）の記載ありかつ末尾に（特特）の記載あり＝「22」をパンチ
頭部に（増）・（断）の記載ありかつ末尾に（特特）の記載あり＝「13」をパンチ
頭部に（震）の記載あり　かつ　末尾に（特特）の記載あり＝「24」をパンチ
開始居住年月日○囲みかつ末尾に（特特）の記載あり＝「24」をパンチ
頭部に（特）の記載ありかつ末尾に（特特特）の記載あり＝「31」をパンチ
頭部に（認）の記載ありかつ末尾に（特特特）の記載あり＝「32」をパンチ
頭部に（増）・（断）の記載ありかつ末尾に（特特特）の記載あり＝「13」をパンチ
頭部に（震）の記載あり　かつ　末尾に（特特特）の記載あり＝「34」をパンチ
開始居住年月日○囲みかつ末尾に（特特特）の記載あり＝「34」をパンチ
末尾に（特）のみ記載あり＝「11」をパンチ
末尾に（特特）のみ記載あり＝「21」をパンチ
末尾に（特特特）のみ記載あり＝「31」をパンチ

(ニ表)72 1245 1245 1 X － － － ○
空白を設定する。

(ニ表)39 1246 1254 9 Ｓ９ ○ ○ ○ －
新生命保険料の計に記載がある場合にパンチ
サイン付きデータあり

(ニ表)40 1255 1263 9 Ｓ９ ○ ○ ○ －
旧生命保険料の計に記載がある場合にパンチ
サイン付きデータあり

(ニ表)41 1264 1272 9 Ｓ９ ○ ○ ○ －
新個人年金保険料の計に記載がある場合にパンチ
サイン付きデータあり

(ニ表)42 1273 1281 9 Ｓ９ ○ ○ ○ －
旧個人年金保険料の計に記載がある場合にパンチ
サイン付きデータあり

(ニ表)43 1282 1290 9 Ｓ９ ○ ○ ○ －
介護医療保険料の計に記載がある場合にパンチ
サイン付きデータあり

(ニ表)44 1291 1299 9 Ｓ９ ○ ○ ○ －
旧長期損害保険料に記載がある場合にパンチ
サイン付きデータあり

1300 1310 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
全桁ゼロをパンチ。

(ニ表)46 1311 1311 1 X － － － ○
  ”勤労学生”に○が付いていれば「１」をパンチ

住宅借入金等特定取得区分

新一般生命保険料

一般生命保険料

新個人年金保険料

個人年金保険料

介護医療保険料

住宅借入金等特別控除区分

旧長期損害保険料

寄付金支払額

勤労学生控除



資料名

ファイル名

から まで
サイン付

項目
前ゼロ 全桁ゼロ 全桁空白

国税連携KSKデータ内容より、確定申告書Bパンチデータを作成する。
※パンチ時の留意項目のサイン付き項目のパンチ方法については、７（５）入力可能文字一覧を参照MC6KAKUSHINB_K_GEE_yymmddhhmm.dat

パンチ入力条件（注意事項等）

確定申告書B国税連携データ(KSK)
レコード長 3800 説明

パンチ上
項目№ 項目名

カラム位置

カラム数 文字形式

パンチ時の留意項目
未記入時

1312 1341 15(30) Ｎ － － － ○
空白をパンチ。

1342 1348 7 X － － － ○
未使用（空白固定）

1349 1748 400

扶養者氏名 － － 15(30) Ｎ － － － ○ 空白をパンチ。

扶養者生年月日 － － 7 X － － － ○ 未使用（空白固定）

扶養者控除額 － － 3 X － ○ ○ － 未使用（空白固定）

(ニ表)50 1749 1749 1 X － － － ○

二表の「給与・公的年金等に係る所得以外の所得に係る住民税の徴
収方法の選択」欄の記載からパンチ

「給与から差引き」欄に記載（チェック）されている場合は「1」をパンチ
「自分で納付」欄に記載（チェック）されている場合は「2」をパンチ
それ以外の場合は「空白」をパンチ

(ニ表)51
(ニ表)101
(ニ表)103

1750 1750 1 X － － ○ －

「上記の配偶者・親族・事業専従者のうち別居の者の氏名・住所」の
「氏名」に記載がある場合
または
「配偶者や親族に関する事項」の１明細目（配偶）の同一と別居が設定
されている場合
は「1」をパンチ

1751 1761 11 Ｓ９ ○ ○ ○ － 全桁ゼロをパンチ。

(ニ表)52 1762 1772 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
非上場株式の少額配当等に記載がある場合にパンチ
サイン付きデータあり

1773 1783 11 Ｓ９ ○ ○ ○ － 全桁ゼロをパンチ。

(ニ表)53 1784 1792 9 Ｓ９ ○ ○ ○ －

配当割額控除額に記載がある場合にパンチ
サイン付きデータあり
（平成17年度追加）

(ニ表)54 1793 1801 9 Ｓ９ ○ ○ ○ －

株式等譲渡所得割額控除額に記載がある場合にパンチ
サイン付きデータあり
（平成17年度追加）

(ニ表)55 1802 1812 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －

都道府県、市区町村への寄附（特例控除対象）に記載がある場合にパ
ンチ
サイン付きデータあり
（平成２１年度追加）

(ニ表)56 1813 1823 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －

共同募金、日赤その他の寄附に記載がある場合にパンチ
サイン付きデータあり
（平成２１年度追加）

徴収希望

別居の控除対象配偶者・扶養親族フラグ

所得税で控除対象配偶者などとした専
従者給与

配当に関する住民税の特例

非居住者の特例

配偶者氏名

配偶者生年月日

扶養控除情報　※繰返し１０回

配当割額控除額

株式等譲渡所得割額控除額

公共寄附金支払額

他寄附金支払額



資料名

ファイル名

から まで
サイン付

項目
前ゼロ 全桁ゼロ 全桁空白

国税連携KSKデータ内容より、確定申告書Bパンチデータを作成する。
※パンチ時の留意項目のサイン付き項目のパンチ方法については、７（５）入力可能文字一覧を参照MC6KAKUSHINB_K_GEE_yymmddhhmm.dat

パンチ入力条件（注意事項等）

確定申告書B国税連携データ(KSK)
レコード長 3800 説明

パンチ上
項目№ 項目名

カラム位置

カラム数 文字形式

パンチ時の留意項目
未記入時

(ニ表)57 1824 1834 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －

市区町村条例指定寄附に記載がある場合にパンチ
サイン付きデータあり
（平成２１年度追加）

(ニ表)58 1835 1845 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －

都道府県条例指定寄附に記載がある場合にパンチ
サイン付きデータあり
（平成２１年度追加）

(ニ表)59 1846 1846 1 X － － － ○

開始に○若しくは廃止が消してある時は「１」、
廃止に○若しくは開始が消してある時は「２」、
それ以外は「空白」をパンチ。

(ニ表)60 1847 1850 4 X － － － ○
月日は記載されている数字をパンチ。
月、日は１桁の時は各々前ゼロでパンチ

1851 1875 25 X － － － ○
空白をパンチ。

1876 1883 8 X － ○ － ○
空白をパンチ。

1884 2143 260

分離所得控除コード － － 2 X － － － ○
空白をパンチ。

分離所得控除金額 － － 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
全桁ゼロをパンチ。

2144 2154 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
全桁ゼロをパンチ。

2155 2175 21

分離特例適用条文 － － 7 X － － － ○
空白をパンチ。

2176 2219 44

必要経費 － － 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
全桁ゼロをパンチ。

特別控除額 － － 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
全桁ゼロをパンチ。

2220 2230 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
全桁ゼロをパンチ。

2231 2255 25 X － － － ○
空白をパンチ。

2256 2256 1 X － － － ○
空白をパンチ。

2257 2264 8 X － ○ － ○
空白をパンチ。

2265 2272 8 X － ○ － ○
空白をパンチ。

前年中の廃開業区分

前年中の廃開業月日

カナ氏名３

納税者番号３

分離所得情報　※繰返し２０回

特別控除額計

市－寄附金支払額

県－寄附金支払額

納税者番号４２

分離特例適用条文情報　※繰返し３回

分離短期・長期に関する情報　※繰返し２回

退職所得控除額

カナ氏名４

四表の有無

納税者番号４１



資料名

ファイル名

から まで
サイン付

項目
前ゼロ 全桁ゼロ 全桁空白

国税連携KSKデータ内容より、確定申告書Bパンチデータを作成する。
※パンチ時の留意項目のサイン付き項目のパンチ方法については、７（５）入力可能文字一覧を参照MC6KAKUSHINB_K_GEE_yymmddhhmm.dat

パンチ入力条件（注意事項等）

確定申告書B国税連携データ(KSK)
レコード長 3800 説明

パンチ上
項目№ 項目名

カラム位置

カラム数 文字形式

パンチ時の留意項目
未記入時

2273 2350 78

損失所得控除コード － － 2 X － － － ○
空白をパンチ。

損失所得控除金額 － － 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －
全桁ゼロをパンチ。

2351 2352 2 X － ○ － ○
未使用（空白固定）

2353 2353 1 X － － － ○
空白をパンチ。

(二表)73 2354 2354 1 X － － － ○
特例適用条文等に「措法２５」が記載されている場合、「1」をパンチ。

2355 2366 12 X － ○ － ○
空白をパンチ。

2367 2378 12 X － ○ － ○
未使用（空白固定）

2379 2408 15(30) Ｎ － － － ○
未使用（空白固定）

2409 2438 15(30) Ｎ － － － ○
未使用（空白固定）

2439 2448 5(10) Ｎ － － － ○
未使用（空白固定）

2449 2449 1 X － － － ○
未使用（空白固定）

2450 2450 1 X － － － ○
未使用（空白固定）

2451 2451 1 X － － － ○
未使用（空白固定）

2452 2452 1 X － － － ○
未使用（空白固定）

2453 2458 6 X － － － ○

2459 3010 552

扶養親族控除対象個人番号 － － 12 X － ○ － ○
未使用（空白固定）

扶養親族控除対象入力カナ氏名 － － 15(30) Ｎ － － － ○
未使用（空白固定）

扶養親族控除対象入力氏名 － － 15(30) Ｎ － － － ○
未使用（空白固定）

扶養親族控除対象続柄 － － 5(10) Ｎ － － － ○
未使用（空白固定）

扶養親族控除対象障害区分 － － 1 X － － － ○
未使用（空白固定）

扶養親族控除対象国外区分 － － 1 X － － － ○
未使用（空白固定）

損失所得情報　※繰返し６回

年少扶養人数

訂正区分

特例適用条文等

控除対象配偶者国外区分

控除対象配偶者年調区分

控除対象配偶者別居区分

控除対象配偶者予備領域

扶養親族控除対象　※繰返し６回

納税者個人番号

控除対象配偶者個人番号

控除対象配偶者入力カナ氏名

控除対象配偶者入力氏名

控除対象配偶者続柄

控除対象配偶者障害区分



資料名

ファイル名

から まで
サイン付

項目
前ゼロ 全桁ゼロ 全桁空白

国税連携KSKデータ内容より、確定申告書Bパンチデータを作成する。
※パンチ時の留意項目のサイン付き項目のパンチ方法については、７（５）入力可能文字一覧を参照MC6KAKUSHINB_K_GEE_yymmddhhmm.dat

パンチ入力条件（注意事項等）

確定申告書B国税連携データ(KSK)
レコード長 3800 説明

パンチ上
項目№ 項目名

カラム位置

カラム数 文字形式

パンチ時の留意項目
未記入時

扶養親族控除対象年調区分 － － 1 X － － － ○
未使用（空白固定）

扶養親族控除対象別居区分 － － 1 X － － － ○
未使用（空白固定）

扶養親族控除対象１６区分 － － 1 X － － － ○
未使用（空白固定）

扶養親族控除対象予備領域 － － 5 X － － － ○

3011 3194 184

(ニ表)84 専従者個人番号 － － 12 X － ○ － ○
専従者の個人番号に記載がある場合

(ニ表)85 専従者入力カナ氏名 － － 15(30) Ｎ － － － ○

全角カナでパンチ（もしカナ氏名に記載がなく、漢字氏名に記載がある
場合一般的な読み方でカナ氏名をパンチ。）
ただし、個人番号が無い場合もしくは個人番号のみの記載の場合は、
パンチしない。
また、氏の記載がないものは納税義務者本人と同一の氏をパンチする
こと。

※姓名間は全角スペース１文字分をパンチ。（任意項目）

※カナ氏名が設定された場合、半角全角変換、文字数超過（16文字以
上）のエラーチェックは行わない。

専従者入力氏名 － － 15(30) Ｎ － － － ○
未使用（空白固定）

専従者予備領域 － － 20 X － － － ○

(ニ表)86 3195 3205 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －

総合課税の譲渡所得、一時所得に関する事項の「所得の種類」に「譲
渡（短期）」が記載されている場合、該当する欄の「差引金額」をパンチ
「差引金額」が上下段で記載されている場合、上段をパンチ
サイン付きデータあり

(ニ表)86 3206 3216 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －

総合課税の譲渡所得、一時所得に関する事項の「所得の種類」に「譲
渡（長期）」が記載されている場合、該当する欄の「差引金額」をパンチ
「差引金額」が上下段で記載されている場合、上段をパンチ
サイン付きデータあり

(ニ表)86 3217 3227 11 Ｓ９ ○ ○ ○ －

総合課税の譲渡所得、一時所得に関する事項の「所得の種類」に「一
時」が記載されている場合、該当する欄の「差引金額」をパンチ
「差引金額」が上下段で記載されている場合、上段をパンチ
サイン付きデータあり

3228 3228 1 X － － － ○
空白をパンチ。

専従者　※繰返し２回

総合短期譲渡差引金額

総合長期譲渡差引金額

一時所得差引金額

医療費特例控除区分



資料名

ファイル名

から まで
サイン付

項目
前ゼロ 全桁ゼロ 全桁空白

国税連携KSKデータ内容より、確定申告書Bパンチデータを作成する。
※パンチ時の留意項目のサイン付き項目のパンチ方法については、７（５）入力可能文字一覧を参照MC6KAKUSHINB_K_GEE_yymmddhhmm.dat

パンチ入力条件（注意事項等）

確定申告書B国税連携データ(KSK)
レコード長 3800 説明

パンチ上
項目№ 項目名

カラム位置

カラム数 文字形式

パンチ時の留意項目
未記入時

(ニ表)101 3229 3229 1 X － － － ○
配偶者や親族に関する事項の同一が設定されている場合、「1」をパン
チ。

3230 3230 1 X － － － ○
空白をパンチ。

(ニ表)100
(ニ表)107
(ニ表)108
(ニ表)122
(ニ表)101
(ニ表)102
(ニ表)103
(ニ表)104

3231 3626 396

最大6件まで設定。
1件目は配偶者、2件目以降は扶養者を設定。

・配偶者が記載されていない場合は2件目から設定する。
・扶養者が6件以上記載されている場合、6件目以降は設定しない。
・特個のみが設定されている（障、特障、国外、年調、同一、１６、別居、
その他が設定されていない）明細である場合、配偶者親族氏名から配
偶者親族調整までの各項目は未設定（空白）とする。

(ニ表)96 配偶者親族氏名 － － 15(30) Ｎ － － － ○

全角カナでパンチ（もしカナ氏名に記載がなく、漢字氏名に記載がある
場合一般的な読み方でカナ氏名をパンチ。）
ただし、個人番号が無い場合もしくは個人番号のみの記載の場合は、
パンチしない。
また、氏の記載がないものは納税義務者本人と同一の氏をパンチする
こと。

※姓名間は全角スペース１文字分をパンチ。（任意項目）

※カナ氏名が設定された場合、半角全角変換、文字数超過（16文字以
上）のエラーチェックは行わない。

(ニ表)97 配偶者親族個人番号 － － 12 X － ○ － ○
配偶者や親族に関する事項の個人番号をパンチ。

(ニ表)98 配偶者親族続柄 － － 5(10) Ｎ － － － ○ 未使用（空白固定）

(ニ表)99 配偶者親族生年月日 － － 7 X － － － ○
配偶者や親族に関する事項の生年月日をパンチ。

(ニ表)100 配偶者親族障害者 － － 1 X － － － ○

配偶者や親族に関する事項の障が設定されている場合、「2」をパン
チ。
配偶者や親族に関する事項の特障が設定されている場合、「1」をパン
チ。

(ニ表)107 配偶者親族国外 － － 1 X － － － ○

1件目
　配偶者や親族に関する事項の国外が設定されている場合、「1」をパ
ンチ。
2件目以降
　配偶者や親族に関する事項の国外が「1」の場合、「2」をパンチ。
　配偶者や親族に関する事項の国外が「2」の場合、「3」をパンチ。
　配偶者や親族に関する事項の国外が「3」の場合、「4」をパンチ。
　配偶者や親族に関する事項の国外が「4」の場合、「5」をパンチ。
　配偶者や親族に関する事項の国外が「5」の場合、「6」をパンチ。

同一生計配偶者区分

所得金額調整控除適用フラグ

配偶者や親族に関する事項　※繰返し６回



資料名

ファイル名

から まで
サイン付

項目
前ゼロ 全桁ゼロ 全桁空白

国税連携KSKデータ内容より、確定申告書Bパンチデータを作成する。
※パンチ時の留意項目のサイン付き項目のパンチ方法については、７（５）入力可能文字一覧を参照MC6KAKUSHINB_K_GEE_yymmddhhmm.dat

パンチ入力条件（注意事項等）

確定申告書B国税連携データ(KSK)
レコード長 3800 説明

パンチ上
項目№ 項目名

カラム位置

カラム数 文字形式

パンチ時の留意項目
未記入時

(ニ表)108 配偶者親族年調 － － 1 X － － － ○
配偶者や親族に関する事項の年調が設定されている場合、「1」をパン
チ。

(ニ表)101 配偶者親族同一生計配偶者 － － 1 X － － － ○
配偶者や親族に関する事項の同一が設定されている場合、「1」をパン
チ。

(ニ表)102 配偶者親族１６歳未満扶養 － － 1 X － － － ○
配偶者や親族に関する事項の１６が設定されている場合、「1」をパン
チ。

(ニ表)103 配偶者親族別居 － － 1 X － － － ○
配偶者や親族に関する事項の別居が設定されている場合、「1」をパン
チ。

(ニ表)104 配偶者親族調整 － － 1 X － － － ○
配偶者や親族に関する事項のその他が「1：調整」の場合、「1」をパン
チ。

(ニ表)114 退職手当有氏名 3627 3656 30 Ｎ － － － ○ 未使用（空白固定）

(ニ表)115 退職手当有個人番号 3657 3668 12 Ｘ － ○ － ○ 退職手当有扶養親族等の個人番号をパンチ。

(ニ表)116 退職手当有続柄 3669 3678 10 Ｎ － － － ○ 未使用（空白固定）

(ニ表)117 退職手当有生年月日 3679 3685 7 Ｘ － － － ○
退職手当有扶養親族等の生年月日をパンチ。年、月、日は１桁の時は
各々前ゼロでパンチ。（年号：明治＝１、大正＝２、昭和＝３、平成＝
４、令和＝５）

(ニ表)118 退職手当有合計所得金額 3686 3694 9 Ｓ９ ○ ○ ○ －
退職手当有扶養親族等の合計所得金額をパンチ。
サイン付きデータあり

(ニ表)119 退職手当有障害区分 3695 3695 1 Ｘ － － － ○
退職手当有扶養親族等が特別障害者の場合は「1」、障害者の場合は
「2」をパンチ。

(ニ表)120 退職手当有調整区分 3696 3696 1 Ｘ － － － ○ 退職手当有扶養親族等の調整が設定されている場合、「1」をパンチ。

(ニ表)121 退職手当有寡フ区分 3697 3697 1 Ｘ － － － ○

退職手当有扶養親族等の寡婦が設定されている場合、「1」をパンチ。
退職手当有扶養親族等のひとり親が設定されている場合、「2」をパン
チ。

(ニ表) 退職手当有確認区分 3698 3698 1 Ｘ － － － ○
項番No.（二表）114「退職手当有氏名」に2人以上の記載があった場合
「1」をパンチ。

3699 3699 1 X － － － ○
空白をパンチ。

3700 3700 1 X － － － ○
空白をパンチ。

(ニ表)111 3701 3701 1 X － － － ○
住民税・事業税に関する事項の非居住者が記載されている場合、「1」
をパンチ非居住者特例区分

分配時調整外国税相当額控除区分

申告不要区分



資料名

ファイル名

から まで
サイン付

項目
前ゼロ 全桁ゼロ 全桁空白

国税連携KSKデータ内容より、確定申告書Bパンチデータを作成する。
※パンチ時の留意項目のサイン付き項目のパンチ方法については、７（５）入力可能文字一覧を参照MC6KAKUSHINB_K_GEE_yymmddhhmm.dat

パンチ入力条件（注意事項等）

確定申告書B国税連携データ(KSK)
レコード長 3800 説明

パンチ上
項目№ 項目名

カラム位置

カラム数 文字形式

パンチ時の留意項目
未記入時

(ニ表)112
(ニ表)113

3702 3702 1 X － － － ○
住民税・事業税に関する事項の所得税で控除対象配偶者などとした専
従者の氏名または給与が記載されている場合、「1」をパンチ

(ニ表)100
(ニ表)107
(ニ表)108
(ニ表)122
(ニ表)101
(ニ表)102
(ニ表)103
(ニ表)104

3703 3703 1 X － － － ○

配偶者や親族に関する事項の特個のみが設定されている（障、特障、
国外、年調、同一、１６、別居、その他が設定されていない）明細がある
場合、「1」をパンチ。

3704 3800 97 X － － － －

控除対象配偶者等とした専従者区分

余白

特例対象個人取込対象外区分



１　国税連携・確定申告書【令和７年分様式】

２　国税連携・確定申告書【令和６年分様式】

３　国税連携・確定申告書【令和５年分様式】

４　国税連携・確定申告書【令和４年分様式】

５　国税連携・確定申告書B（一般用）【旧様式】

※税制改正等により変更になる場合があります

入力用データ（ＴＩＦＦ形式）の見本（国税連携）
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別紙１ 

令和  年  月  日 
 

川崎市財政局 
税務部市民税管理課 様 

 住所：             
名称：           印 

 
 

搬入・搬出責任者届 

 
 令和８年度市民税・県民税データ入力業務（国税連携）に係る授受及び搬送の責任者

を次の者といたします。 
 尚、変更があった場合は、あらためて提出させていただきます。 
 
１ 業務名 
  令和８年度市民税・県民税（国税連携）データ入力業務 
 
２ 授受及び搬送責任者  
  氏名： 
 
３ 授受及び搬送担当者 
  氏名： 
  氏名： 
  氏名： 
 
４ 連絡先 
  電話番号： 

 
 

以上 



別紙２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個人情報の取り扱いに関する 
情報セキュリティ特記事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



個人情報の取扱いに関する情報セキュリティ特記事項 

 

（趣旨） 

第１条  この特記事項は、個人情報の取扱いを伴う事務事業の委託に

ついて、必要な事項を定めるものである。 

（基本事項）  

第２条  受注者は、業務の履行に当たり情報セキュリティの重要性を

認識し、情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざんその他事故等から

保護するため、必要な措置を講じなければならない。  

（情報セキュリティ関連規定の遵守）  

第３条  受注者は、この契約による業務に関する情報資産の取扱いに

ついては、個人情報の保護に関する法令のほか、川崎市情報セキュ

リティ基準その他の関連規定を遵守しなければならない。  

（個人情報の適正な維持管理）  

第４条  受注者は、この契約の履行に当たり個人情報の保護に関する

法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情報保護法」という。）に

規定する個人情報（以下「個人情報」という。）を取り扱う場合は、

個人情報の保護を図るため、個人情報の漏えい、改ざん、滅失、き

損その他の事故等を防止するための必要な措置を講ずることにより、

個人情報について適正な維持管理を行わなければならない。  

２  受注者は、この契約の履行に必要な業務に従事させる者に対して、

業務が適切に履行されるよう、必要な監督を行わなければならない。

また、個人情報保護法にある罰則規定を周知しなければならない。  

（秘密保持及び第三者への提供の禁止）  

第５条  受注者は、この契約の履行に当たり知り得た秘密及び個人情

報を第三者に開示し、又は漏えいしてはならず、並びにあらかじめ

発注者が書面により承諾した内容を除いて、この契約の履行により

知り得た情報を第三者に提供してはならない。この契約が終了し、

又は解除された後においても、また、同様とする。  

２  受注者は、前項の義務を遵守するために必要な措置として、この

契約の履行に必要な業務に従事させる者に対して、川崎市情報セキ

ュリティ基準第２章９（１）オの定めに従い、秘密保持等に関する

誓約書を提出させなければならない。  

３  発注者は、第１項の規定に違反するおそれがある場合は、受注者

に対し関係資料の提出を求め、又は発注者の職員をして履行場所等

に立ち入らせ、文書その他の資料を調査させ、若しくは関係者に質

問させることについて協力を求めることができる。 

（再委託の禁止）  

第６条  受注者は、この契約による業務の全部を一括して、又は主要

な部分を第三者に委託してはならない。ただし、業務の一部（主要



な部分を除く。）であって、発注者に事前に書面により申請し、発注

者の書面による承諾を得た場合はこの限りでない。  

２  受注者は、前項ただし書により発注者に申請する書面には、再委

託先の名称、再委託する理由、再委託して処理する内容、再委託先

において取り扱う情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保

する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法等を記載しな

ければならない。  

３  受注者は、第１項ただし書により委託する場合は、受託者の当該

事務に関する行為について、発注者に対して全ての責任を負うもの

とする。 

（指示目的外の利用の禁止）  

第７条  受注者は、この契約の履行に必要な業務に関する情報をその

他の用途に使用してはならない。  

（情報の複写及び複製の禁止）  

第８条  受注者は、この契約の履行に当たり、発注者の指示又は承諾

があるときを除き、受託業務に関する情報を複写し、又は複製をし

てはならない。  

（情報の帰属権）  

第９条  業務に関する情報が記録された記録媒体等の内容をなす一切

の情報は、当該業務の処理のため発注者が提供した発注者の情報で

あって、受注者はその内容を侵す一切の行為をしてはならない。  

２  発注者及び受注者は、この契約に関わる全ての情報の記録等、当

該受託業務完成に必要なものが、発注者の所有物であることを確認

する。ただし、受注者が所有するソフトウェア及び著作権、特許権

その他の権利でこの契約の履行のために適用したものについてはこ

の限りではない。 

３  受注者は、この契約の履行による成果物の全てについて、第三者

の著作権、特許権その他の権利を侵してはならない。  

（情報資産の保護）  

第１０条  受注者は、受託業務に関する情報資産を発注者の指定した

場所以外には、搬出できないものとする。  

（情報資産の受渡し）  

第１１条  この契約による業務に関する情報資産の提供、返却又は廃

棄については、受渡票等で確認し、行うものとする。  

  （情報資産の授受及び搬送）  

第１２条  この契約で履行する業務に関する情報資産の授受及び搬送

は、発注者の管理責任者が指定する職員と、受注者の管理責任者と

の間で行う。  

２  業務に関する情報資産の授受及び搬送を受注者が行う場合は、そ

の費用は受注者の負担とし、受注者の責任において行うものとする。  



（厳重な保管及び搬送）  

第１３条 受注者は、この契約による業務に関する情報資産の漏えい、

改ざん、滅失、き損その他の事故等を防止するために、情報資産の

厳重な保管及び搬送に努めなければならない。  

（情報資産の返還又は廃棄）  

第１４条  受注者は、この契約が終了し、又は解除されたときには、

この契約による業務に関する情報資産を速やかに発注者に返還し、

又は発注者の指示に従い、情報を復元できないよう措置を講じ、安

全適切に廃棄しなければならない。  

（入退室管理事項）  

第１５条  受注者は、発注者の情報セキュリティ管理エリアに入室し

て業務を行う場合には、発注者の定める入退出に関する規定を遵守

しなければならない。  

２  発注者の情報セキュリティ管理エリアには、情報機器及び外部媒

体の持込み並びに持ち出しを禁止する。ただし、発注者に事前に書

面により申請し、発注者が許可した場合はこの限りではない。  

（身分証明書の携帯等）  

第１６条  この契約による業務に従事する受注者の従業員は、その業

務を行うに当たり、受託会社の商号及び自己の氏名が記載され、並

びに顔写真が付いた身分を示す証明書を携帯し、関係人から請求が

あったときには、これを提示しなければならない。 

（クラウドサービスの利用） 

第１７条  受注者は、クラウドサービスで業務に関する個人情報を取

り扱う場合は、次に掲げる条件を全て満たすクラウドサービスから

選定しなければならない。 

（１）個人情報のデータが保存されるデータセンターは日本国内にあ

ること。 

（２）日本国の法令の範囲内で運用できるクラウドサービスであるこ

と。また、日本国内の裁判所を合意管轄裁判所とすること。 

（３）クラウドサービス提供者による情報資産の目的外利用が禁止さ

れること。 

（４）各種の認定・認証制度（ISMAP、 ISMAP-LIU、 ISO/IEC27001 等）

の適用状況等から、クラウドサービス提供者の信頼性が十分であ

ることを総合的・客観的に評価し、判断可能なこと。 

２  受注者は、クラウドサービスで業務に関する個人情報を取り扱う

場合は、クラウドサービスの設定の誤り等による個人情報の漏えい

その他の事故等を防止するため、必要な措置を講じなければならな

い。 

（事故発生時の報告義務）  

第１８条 受注者は、この契約による業務に関する情報資産の漏えい、



紛失、盗難、改ざんその他事故等が生じ、又は生じた可能性がある

ことを知ったときには、速やかに発注者に報告し、その指示に従わ

なければならない。この契約が終了し、又は解除された後において

も、また、同様とする。  

２  この場合、受注者は、その事故発生の理由にかかわらず、速やか

にその状況、処置対策等を書面により発注者に報告しなければなら

ない。  

（業務の報告又は検査等）  

第１９条  発注者は、必要があるときは、いつでも受注者の業務の処

理状況について報告を求め、又は個人情報の取扱いについて必要な

措置が講じられているかどうか確認するため、受注者及び再委託先

に対して検査等を行うことができる。 

（教育の実施）  

第２０条  受注者は、従業員に対し、この契約による業務に関する情

報資産を取り扱う場合に遵守すべき事項その他この契約の適切な履

行のために必要な事項に関する研修等の教育を実施しなければなら

ない。 

（契約の解除）  

第２１条  発注者は、受注者がこの特記事項に定める義務を果たさな

い場合には、契約による業務の全部又は一部を解除することができ

るものとする。  

２  受注者は、前項の規定に基づく契約の解除により損害を被った場

合においても、発注者にその損害の賠償を求めることはできない。 

３  第１項の規定により契約を解除したときは、契約保証金は発注者

に帰属する。契約保証金の納付がない場合は、受注者は、委託契約

金の 10 分の１に相当する額を損害賠償金として発注者に支払わなけ

ればならない。 

（損害賠償） 

第２２条  受注者の故意又は過失を問わず、受注者が本特記事項に定

める義務に違反し、又は怠ったことにより、個人情報の漏えい等の

事故が発生し、発注者に対する損害を発生させた場合は、受注者は、

発注者に対して、その損害を賠償しなければならない。 

２  前項の損害賠償金は、契約金、契約保証金その他受注者に支払う

べき債務と相殺することができる。 

３  第１項の損害賠償の額は、前条第１項により契約を解除する場合

には、同条第３項により発注者に帰属する契約保証金又は受注者が

発注者に支払う損害賠償金の額を超過した額とする。 

（違反事実の公表）  

第２３条  受注者がこの特記事項に違反した場合、発注者は受注者の

名称及び違反事項を公表することができる。  



（その他）  

第２４条  受注者は、この特記事項に定めるもののほか、情報資産の

適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 



（様式１） 
 
 
 

 
  年  月  日  

川崎市長 様 
 

住所 
          事業者名 

代表者職氏名              印 
 
 

秘密保持等に関する誓約書 

（個人情報の適切な取扱いに関する誓約書） 
    

   
 

川崎市の個人情報を取り扱う事務に従事するに当たり、個人情報の保護に関する法令のほか、川崎

市情報セキュリティ基準など、その他の関連規定に従い、次の事項を遵守し、個人情報を適切に取り

扱うことを誓約します。 
 

１ 個人情報は、業務目的外に利用しないこと。 
２ 個人情報は、川崎市が書面により承諾した内容を除き、契約の履行により知り得た情報を、第三 
者に提供しないこと。契約が終了又は解除された後、及び退職後も、同様とすること。 

３ 川崎市の指示により、個人情報の廃棄を要するときは、上記規定に従って、安全・適切に廃棄す 
ること。 

４ この契約を履行するに当たり、受注者は特定個人情報を含む発注者の情報資産の取扱いについて 
は、別記「特定個人情報の取扱いに関する特記仕様書」を遵守しなければならない。 

 
 

氏名 所属 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
（記述欄が足りない場合は、別紙により補足すること。） 

 
以上 

 
 
 



（様式２） 
 
 
 
 

  年  月  日  
川崎市長 様 

 
住所 

          事業者名 
代表者職氏名              印 

 
 

再委託の意向に関する届 兼 再委託承諾申請書 
（個人情報の取扱いを伴う委託） 

 
 

「令和８年度市民税・県民税データ入力業務（国税連携）」業務に係る再委託の意向について、次

のとおり届けます。 
 

（業務の再委託） 
□ なし  □ ある（受託業務を再委託する場合は以下の申請が必要） 

 
「令和８年度市民税・県民税データ入力業務（国税連携）」に係る業務の一部を他の事業者へ委託

することについて、以下のとおり申請します。なお、再委託に当たり、再委託先の個人情報の取扱い

について、必要かつ適切な管理、監督を行い、自らと同等の個人情報の適切な取扱いを厳守させます。 
 

契約番号  
契約金額  
再委託先名 住所 

事業者名 
代表者名 

再委託する理由  
再委託して 
処理する内容 

 

再委託先が 
取り扱う情報 

 

再委託者における安全性

及び信頼性を確保する対

策並びに委託者に対する

管理及び監督の方法 

（必要があれば、別紙により補足すること。） 

個人情報の適切な取扱い

に関する関連資格の所持

等 

 

再委託する業務の契約金

額（予定） 
 

 
以上 



（様式３） 
 

 
 
 
 

 
○川財市管第○○号  
  年  月  日  

〇〇 〇〇 様 
 

川 崎 市 長  
 

再委託承諾書 
（個人情報の取扱いを伴う委託） 

 
 

○○年○○月○日付で申請いただいた「令和８年度市民税・県民税データ入力業務（国税連携）」

業務に係る再委託について、以下の条件を付して承諾します。 
 

契約番号 
 

契約金額  

再委託先名 住所   
事業者名   
代表者職氏名   

再委託の条件 ・委託者は、再委託先に対して必要かつ適切な管理監督を実施するととも

に、再委託先に自らと同等の個人情報の適切な取扱いを厳守させること。 
・再委託先における個人情報の取扱いの状況について、管理及び監督を行

い、適宜本市に報告すること。 
再委託して処理する内

容として承諾するもの 
 

再委託先が取り扱う情

報として承諾するもの 
 

 

 
 

担当 川崎市財政局税務部市民税管理課  
   電話 ０４４－２００－３８２５  

 
以上 

 
 



別紙３ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

特定個人情報の取扱いに関する 
特記仕様書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



特定個人情報の取扱いに関する特記仕様書 
 
第１条（趣旨） 

この特記仕様書は、特定個人情報の取扱いを伴う事務事業の委託について、必要な事項を定め

るものである。 
 

第２条（特定個人情報の保護に関する法令等の遵守） 
 受注者は、本委託業務の履行に係る「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律」（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）第２条第９項に規定す

る特定個人情報（以下、「特定個人情報」という。）の取扱いについては、番号法及び個人情報の

保護に関する法令のほか、個人情報保護委員会が定める「特定個人情報の適正な取扱いに関する

ガイドライン（行政機関等編）」（以下「ガイドライン」という。）や、「川崎市情報セキュリティ

基準」などの規定等を遵守しなければならない。 
 
第３条（責任体制の整備） 
 受注者は、特定個人情報を安全に管理するため、内部における責任体制を構築し、その体制を

維持しなければならない。 
 
第４条（作業責任者等の届出等） 
１ 受注者は、特定個人情報の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を定め、書面により発注

者に報告しなければならない。 
２ 受注者は、特定個人情報の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を変更する場合の手続を、

発注者と協議して定めなければならない。 
３ 受注者は、作業責任者を変更する場合は、事前に書面により発注者に申請し、その承認を得

なければならない。 
４ 受注者は、作業従事者を変更する場合は、事前に書面により発注者に報告しなければならな

い。 
５ 作業責任者は、本特記仕様書に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督しなけれ

ばならない。 
６ 作業従事者は、作業責任者の指示に従い、本特記仕様書に定める事項を遵守しなければなら

ない。 
 
第５条（作業場所の特定） 
１ 受注者は、発注者の認める範囲において特定個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」と

いう。）を定め、業務の着手前に書面により発注者に報告しなければならない。 



２ 受注者は、作業場所を変更する場合は、事前に書面により発注者に申請し、その承認を得な

ければならない。 
３ 受注者は、発注者の事務所内に作業場所を設置する場合は、作業責任者及び作業従事者に対

して、受注者が発行する身分証明書を常時携帯させ、事業者名が分かるようにしなければなら

ない。 
 
第６条（教育の実施） 
１ 受注者は、特定個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、本特記仕様書にお

ける作業従事者が遵守すべき事項その他本委託業務の適切な履行に必要な事項について、作業

従事者全員に対して教育及び研修を実施しなければならない。 
２ 受注者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を確立し

なければならない。 
 
第７条（作業責任者及び作業従事者の監督） 

受注者は、特定個人情報の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者に対し、本委託業務が適切

に履行されるよう、必要な監督を行わなければならない。 
 
第８条（守秘義務） 
１ 受注者は、本委託業務の履行により直接又は間接に知り得た特定個人情報を第三者に漏らし

てはならない。契約期間満了後又は契約解除後も同様とする。 
２ 受注者は、本委託業務に関わる作業責任者及び作業従事者から、秘密保持に関する誓約書を

提出させなければならない。 
 
第９条（再委託） 
１ 受注者は、本委託業務を第三者へ委託（以下「再委託」という。）してはならない。ただし、

本委託業務の一部をやむを得ず再委託する必要がある場合は、再委託先の名称、再委託する理

由、再委託して処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における安全性及び

信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法等を明確にした上で、業務

の着手前に、書面により再委託する旨を発注者に申請し、その承諾を得なければならない。 
２ 前項の場合、受注者は、再委託する業務の範囲内で再委託先に本契約に基づく一切の義務を

遵守させるとともに、発注者に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負

うものとする。 
３ 受注者は、再委託先との契約において、再委託先が委託契約約款、個人情報の取扱いに関す

る情報セキュリティ特記事項及び本特記仕様書を遵守するために必要な事項を規定するととも

に、再委託先に対する管理及び監督の手続及び方法について具体的に規定しなければならない。 
４ 受注者は、再委託先に対して本委託業務を委託した場合は、その履行状況を管理及び監督す



るとともに、発注者の求めに応じて、管理及び監督の状況を発注者に対して適宜報告しなけれ

ばならない。 
５ 受注者は、再委託先に対して、第１項に規定する発注者の書面による事前の承認なく再々委

託先に業務を委託することを禁止し、その旨を受注者と再委託先との間で締結する契約書等に

おいて明らかにしておかなければならない。 
６ 再々委託先が更に委託を行う場合、再々委託先は、再委託先に対してその旨を書面により通

知しなければならない。 
７ 第１項から第５項までの規定は再々委託以降を行う場合について、及び前項の規定は再々々

委託以降を行う場合について、それぞれ準用する。 
８ 前項の規定により再々委託等をする場合、受注者が当該再々委託等を確認したこと等の証と

して、第１項に規定する書面に受注者の記名押印を必要とする。 
 
第１０条（特定個人情報の管理） 
 受注者は、本委託業務において利用する特定個人情報を保持している間は、ガイドラインに定

める各種の安全管理措置を遵守するとともに、次の各号の定めるところにより、特定個人情報の

管理を行わなければならない。 
（１）個人番号を取り扱う事務、特定個人情報等の範囲及び同事務に従事する作業従事者を明確

化し、取扱規程等を策定すること。 
（２）組織体制の整備、取扱規程等に基づく運用、取扱状況を確認する手段の整備、情報漏えい

等事案に対応する体制の整備、取扱状況の把握及び安全管理措置の見直しを行うこと。 
（３）作業従業員の監督・教育を行うこと。 
（４）特定個人情報等を取り扱う区域の管理、機器及び電子媒体等の盗難等の防止、電子媒体等

の取扱いにおける漏えい等の防止、個人番号の削除・機器及び電子媒体等の廃棄を行うこと。 
（５）アクセス制御、アクセス者の識別と認証、外部からの不正アクセス等の防止、情報漏えい

等の防止を行うこと。 
 
第１１条（提供された特定個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止） 
 受注者は、本委託業務において利用する特定個人情報について、本委託業務以外の目的で利用

してはならない。また、発注者に無断で第三者へ提供してはならない。 
 
第１２条（受渡し） 
 受注者は、発注者受注者間の特定個人情報の受渡しに関しては、発注者が指定した手段、日時

及び場所で行った上で、発注者に特定個人情報の預り証を提出しなければならない。 
 
第１３条（特定個人情報の返還又は廃棄） 
１ 受注者は、本委託業務の終了時に、本委託業務において利用する特定個人情報について、発



注者の指定した方法により、返還又は廃棄を実施しなければならない。 
２ 受注者は、本委託業務において利用する特定個人情報を消去又は廃棄する場合は、事前に消

去又は廃棄すべき特定個人情報の内容、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予定日を、

書面により発注者に対して予定日の少なくとも１週間前までに申請し、その承諾を得なければ

ならない。 
３ 受注者は、特定個人情報の消去又は廃棄に際し発注者が立会いを求めた場合は、これに応じ

なければならない。 
４ 受注者は、本委託業務において利用する特定個人情報を廃棄する場合は、当該情報が記録さ

れた記録媒体の物理的な破壊その他当該特定個人情報を判読不可能とするのに必要な措置を講

じなければならない。 
５ 受注者は、特定個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄した特定個人情報の内容、

媒体名、数量、消去又は廃棄の方法、処理日及び担当者名を書面により発注者に対して報告し

なければならない。 
 
第１４条（定期報告及び緊急時報告） 
１ 受注者は、発注者から、特定個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、直

ちに報告しなければならない。 
２ 受注者は、特定個人情報の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなけ

ればならない。 
 
第１５条（監査及び検査） 
１ 発注者は、本委託業務に係る特定個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基づき必要な

措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受注者及び再委託先（第９条の規定に

基づき再々委託以降を行う場合の当該再々委託先等についても同じ。）に対して、監査又は検査

を行うものとする。 
２ 発注者は、前項の目的を達するため、受注者に対して必要な情報を求め、又は本委託業務の

処理に関して必要な指示をすることができる。 
 
第１６条（事故時の対応） 
１ 受注者は、本委託業務に関し特定個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事故の

発生に係る帰責の有無に関わらず、直ちに発注者に対して、当該事故に関わる特定個人情報の

内容、件数、事故の発生場所、発生状況を書面により報告し、発注者の指示に従わなければな

らない。 
２ 受注者は、特定個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、発注者その他の関係者と

の連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、

緊急時対応計画を定めなければならない。 



３ 発注者は、本委託業務に関し特定個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じ

て当該事故に関する情報を公表することができる。 
 
第１７条（契約解除） 
１ 発注者は、受注者が本特記仕様書に定める義務に違反した場合は、この委託業務の全部又は

一部を解除することができる。 
２ 受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、発注者に対し

て、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 
３ 第１項の規定により契約を解除したときは、契約保証金は発注者に帰属する。契約保証金の

納付がない場合は、受注者は、委託契約金の 10 分の１に相当する額を損害賠償金として発注者

に支払わなければならない。 
 
第１８条（損害賠償） 
１ 受注者の故意又は過失を問わず、受注者が本特記仕様書に定める義務に違反し、又は怠った

ことにより、特定個人情報の漏えい等の事故が発生し、発注者に対する損害を発生させた場合

は、受注者は、発注者に対して、その損害を賠償しなければならない。 
２ 前項の損害賠償金は、契約金、契約保証金その他受注者に支払うべき債務と相殺することが

できる。 
３ 第１項の損害賠償の額は、前条第１項により契約を解除する場合には、同条第３項により発

注者に帰属する契約保証金、または受注者が発注者に支払う損害賠償金の額を超過した額とす

る。 



（様式１） 
 
 

特定個人情報の取扱いに係る作業場所に関する届（新規／変更） 
 

  年  月  日  
川崎市長 様 

住所               
事業者名               

代表者職氏名            印  
 
 

「令和８年度市民税・県民税データ入力業務（国税連携）」業務に係る特定個人情報の取扱いに係

る作業場所について、次のとおり届けます。 
 
 
所在地（1） 
所在地 ：（所在住所） 
 
（変更前：                                   ） 
名称  ：（ビル等の名称、所在階、区画・部屋等の名称） 
 
（変更前：                                   ） 
作業内容：（当該作業場所で行う作業の詳細） 
 
（変更前：                                   ） 
変更理由（変更に係る届出の場合に上記該当項目とともに記載） 
 
 

 
（所在地が複数ある場合は作業場所ごとに追加すること。） 

 
 
 
 
 
 
 

以上 
 



（様式１） 
 

 
特定個人情報の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者並びに再委託の意向に 
関する届（新規／変更） 

 
  年  月  日  

川崎市長 様 
 

住所               
事業者名               

代表者職氏名            印  
 

「令和８年度市民税・県民税データ入力業務（国税連携）」業務に係る特定個人情報の取扱いの作

業責任者及び作業従事者並びに再委託の意向について、次のとおり届けます。 
 

（作業責任者） 
役職・氏名  

経歴・資格  

 
（作業責任者の変更） 

変更前 変更後 
役職・氏名  役職・氏名  

経歴・資格 
 

経歴・資格 
 

変 更 理 由  
 
（作業従事者） 

氏名 所属 
  
  
  
（記述欄が足りない場合は、別紙により補足すること。） 
 
（作業従事者の変更） 

新従事者の氏名 新従事者の所属 旧従事者の氏名 変更理由 
    
    
    
※増員の場合は、「作業従事者の変更」欄に記載し、旧従事者の氏名欄は「－」とすること。 
 
（業務の再委託） 
□ なし  □ あり（再委託先：                            ） 
※受託業務を再委託する場合は、所定の「再委託等承認申請書」を事前に市に提出し、承諾を受ける

こと。 

※市の承諾なく特定個人情報を取り扱う業務を再委託する行為は、本契約の違反となるだけでなく、

番号法に抵触する重大な違反行為であるため厳に慎み、必ず市の承諾を得た上で再委託を行うこと。 

以上 

（様式２） 



（様式１） 
 

再委託等承認申請書 
 

  年  月  日  
川崎市長 様 

                           （再委託等を実施しようとする事業者） 
                           住所 
                           事業者名 
                           代表者名               印 
 
「令和８年度市民税・県民税データ入力業務（国税連携）」業務に係る業務の一部を他の事業者へ委託す

ることについて、以下のとおり申請します。なお、再委託に当たり、再委託先の特定個人情報の取扱いに

ついて、必要かつ適切な管理、監督を行い、自らと同等の特定個人情報の適切な取扱いを厳守させます。 
※ 本様式は、再委託先等が更に再々委託等を行う際にも提出すること。 
 
契約番号  

契約金額  

再委託先名 住所 
事業者名 
代表者名 

再委託する理由  
再委託して 
処理する内容 

 

再委託先が 
取り扱う情報 

 

再委託者における安全性及び

信頼性を確保する対策並びに

委託者に対する管理及び監督

の方法 

（必要があれば、別紙により補足すること） 

個人情報の適切な取扱いに関

する関連資格の所持等 
 

再委託する業務の契約金額

（予定） 
 

 
特定個人情報の取扱いに関する特記仕様書第９条第８項に規定する受注者の確認欄 
（＊再々委託等申請の場合のみ記入） 

本委託業務の再々委託等について、その必要性を認めるとともに、特定個人情報の適切な取扱いが可能な事業者で

あることを確認しました。 
また、本委託業務全体における再委託等の状況を把握し、必要かつ適切な管理及び監督を行います。 

 
  年  月  日 

 
住所 
事業者名 
代表者名                          印 

 
 

以上 

（様式３） 



（様式１） 
 

 
 

再委託等申請承諾書 
 

  〇川財市管第〇〇号  
  年  月  日  

〇〇 〇〇 様 
 

 川崎市長           印  
 

○○年○○月○日付で申請いただいた「令和８年度市民税・県民税データ入力業務（国税連携）」

業務について、以下の条件を付して承諾します。 
 

契約番号 
 

契約金額  
再委託先名 住所   

事業者名   
代表者職氏名   

再委託等の条件 ・委託者は、再委託先等に対して必要かつ適切な管理監督を実施するとと

もに、再委託先等に自らと同等の特定個人情報の適切な取扱いを厳守さ

せること。 
・再委託先等における特定個人情報の取扱いの状況について、管理及び監

督を行い、適宜本市に報告すること。 
・再委託先以降において更なる再委託が行われる際については、事前に書

面により申請し、本市の許諾を得ること。 
・再々委託先が更に委託を行う場合、再々委託先は再委託先に対してその

旨を書面により通知すること（以降の委託の場合も準用）。 
再委託して処理する内

容として承諾するもの 
 

再委託先が取り扱う情

報として承諾するもの  

 

 
 

担当 川崎市財政局税務部市民税管理課  
電話 ０４４－２００－３８２５ 

 
以上 

 

（様式４） 



（様式１） 
 
 

特定個人情報の適切な取扱いに関する誓約書 
 

  年  月  日  
川崎市長 様 

 
住所           

事業者名           
代表者職氏名            印  

 
川崎市の特定個人情報を取り扱う事務に従事するに当たり、番号法の規定等を遵守し、業務上知り

得た情報の秘密保持、目的外利用の禁止などに関して、特定個人情報を適切に取り扱うことを誓約し

ます。 
 
 

 
氏名（自署又は記名押印） 所属 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
（記述欄が足りない場合は、別紙により補足すること。） 

 
以上 

 

（様式５） 



（様式１） 
 
 

特定個人情報に係る（ 消去 ・ 廃棄 ）申請書 
 

  年  月  日  
川崎市長 様 

 
                

住  所                 
事業者名                 

代表者職氏名              印  
 
 

「令和８年度市民税・県民税データ入力業務（国税連携）」業務に係る特定個人情報について、次のと

おり  （ 消去 ・ 廃棄 ）を行いたいので、申請します。 
 
 

 
消去又は廃棄すべき特

定個人情報の内容 
 
 
 
 
 
 
 
 

特定個人情報を消去又

は廃棄する媒体の種類

及び数量 

 
 
 

特定個人情報の消去又

は廃棄の方法 
 
 
 
 
 
 
 
 

特定個人情報を消去又

は廃棄する予定日 
 
 
 

（必要があれば、別紙により補足すること。） 
※本申請書は、特定個人情報を消去又は廃棄する予定日の少なくとも１週間前までに提出すること。 
 

以上 

（様式６） 



（様式１） 
 

 
 

特定個人情報の（ 消去 ・ 廃棄 ）報告書 
 

  年  月  日 
川崎市長 様 
 

住所              
事業者名              

代表者職氏名            印 
 

年  月  日に申請した「令和８年度市民税・県民税データ入力業務（国税連携）」業務に係る特定

個人情報の（ 消去 ・ 廃棄 ）について、次のとおり実施しましたので、報告します。 
 
 

 
消去又は廃棄した特定

個人情報の内容 
 
 
 
 
 
 
 
 

特定個人情報を消去又

は廃棄した媒体の種類

及び数量 

 
 
 

特定個人情報の消去又

は廃棄の方法 
 
 
 
 
 
 
 
 

特定個人情報を消去又

は廃棄した日 
 
 
 

特定個人情報を消去又

は廃棄した担当者名 
 
 
 

（必要があれば、別紙により補足すること。） 
 

以上 

（様式７） 


